
議案第８０号 

平成３１年度青梅市介護保険特別会計予算  

平成３１年度青梅市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ9,700,405千円と定め

る。 

２  歳入歳出予算の款項の区分および当該区分ごとの金額は、「第１表歳

入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を

負担する行為をすることができる事項、期間および限度額は、「第２表

債務負担行為」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の3 第2項の規定による一時借入金の借入れの

最高額は、50,000千円と定める。 

（歳出予算の流用）  

第４条 地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の

経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1) 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における 

  同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

平成３１年２月２０日 

提出者 青梅市長 浜 中 啓 一 
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第 ２ 表　　債　務　負　担　行　為

（単位　千円）

事                項 期                 間 限        度        額

地域包括支援センター
シ ス テ ム 賃 貸 借

平成32（2020）年度から
平成36（2024）年度まで

5,924
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平 成 31 年 度

青 梅 市 介 護 保 険

特別会計予算に関する説明書
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【歳出 特定財源内訳の凡例】

（国）国庫支出金 （都）都支出金 （料）保険料 （基）支払基金交付金 （財）財産収入

（繰）繰入金 （越）繰越金 （諸）諸収入
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（２）給料および職員手当の増減額の明細

区    分 増    減    額 増 　減 　事 　由 　別 　内 　訳

千円  千円  
給    料  1 昇給に伴う増加分

 2 その他の増減分

職員手当

1,019  △ 3,441  

 1 職員手当制度改正に伴う増減分

△ 4,460  

△ 3,327  

823  

 2 その他の増減分

△ 2,504  
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説                 明 備                         考

千円  
  普通昇給に伴う増加分

昇給期    職員数
 7 月 18人  

  職員数の増減および職員の新陳   職員数の異動状況
  代謝等による増減分 現に在職

する職員数  その他  計　
本年度 21人   0人   21人    
前年度 22人   0人   22人    
増　減 △ 1人   0人   △ 1人    

  採用退職等の状況
 採　用     退職（見込）

本年度 0人   0人
前年度 0人   0人

  職員数の増減および職員の新陳
  代謝等による増減分

  平均昇給率   1.5％

　改正後　年間　4.60月

　改正前　年間　4.50月

1,019  

　増減分
823  

△ 4,460  

△ 3,327  

　期末、勤勉手当支給率改正に伴う
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（３）給料および職員手当の状況

    ア　職員１人当たり給与

円 円

円 円

　歳 月 　歳 月
39 7 40 8

円 円

円 円

　歳 月 　歳 月
39 4 37 7

    イ　初任給

円 円

看 護 ・ 保 健 職

大 学 卒

短大３卒

191,000

―

一  般  行  政  職区               分

平 均 年 齢

看 護 ・ 保 健 職

314,220

395,594
31年1月1日
現      在

308,696平均給料月額 289,525

市    の    制    度

388,734平均給与月額

316,702

386,725

平均給料月額

平 均 年 齢

平均給与月額

国    の    制    度

高 校 卒

大 学 卒

高 校 卒

大 学 卒

30年1月1日
現      在

区               分 一  般  行  政  職

145,600

183,700

大 学 卒

148,600

185,200 210,900

短大３卒 198,800

347,629
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    ウ　級別職員数

1
 (   0)   (    0.0)

3
 (   0)   (    0.0)           (   0) (    0.0)

9
 (   0)   (    0.0)           (   0) (    0.0)

3
 (   0)   (    0.0)           (   0) (    0.0)

16 100.0
 (   0)   (    0.0)           (   0) (    0.0)

1
 (   0)   (    0.0)

4
 (   0)   (    0.0)

9
 (   0)   (    0.0)           (   0) (    0.0)

4
 (   0)   (    0.0)           (   0) (    0.0)

18 100.0
 (   0)   (    0.0)           (   0) (    0.0)

（ ）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

22.2
3  級

標準的な職務内容

 4 級  課長

2  級

職 員 数 （人） 構 成 比 （％）

5  級

区      分 級
一  般  行  政  職 看 護 ・ 保 健 職

職 員 数 （人） 構 成 比（％）

3  級
18.8 1 20.0

4  級
6.2

20.0

2  級
56.2 3 60.0

1  級
18.8 1

100.0 5

4  級
5.6

5  級

計

 3 級  係長
 2 級  主任
 1 級  主事

50.0

計
100.0 4

 3 級  係長
 2 級  主任

3 75.0
30年1月1日
現      在

31年1月1日
現      在

1 25.0

 1 級  主事

1  級
22.2
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    エ　昇給

※ここに昇給の別表を入れてください。

    オ　期末手当、勤勉手当

月 月 月

（ ）内は、再任用職員にかかる支給割合である。

( 1.175) ( 1.175) (2.35)

国 の 制 度 有2.225 2.225 4.45

前  年  度
  部長職     20％  課長職  　15％
  係長職　    6％　副主査職   5％
　主任職 　 　3％

2.175 2.325 4.50

( 1.10) ( 1.25) (2.35)

本  年  度
  部長職     20％  課長職  　15％
  係長職　    6％　副主査職   5％
　主任職 　 　3％

2.30 2.30 4.60

( 1.20) ( 1.20) (2.40)

区      分

支 給 期 別 支 給 率

支給率計
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６  月 12  月
級 等 に よ る 加 算 措 置
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比 率 （ Ｂ ） / （ Ａ ） (％) 86.4 83.3 100.0

６号給 （人） 0 0 0

４号給 （人） 15 12 3

５号給 （人） 4 3 1

- -

３号給 （人） 0 0 0

4

号 給 数
内 訳

１号給 （人） - - -

２号給 （人） -

前

年

度

　職　　員　　数　　　　（A） （人） 22 18 4

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 19 15

区　　　分 合計 一般行政職 看護・保健職

本

年

度

　職　　員　　数　　　　（A） （人） 21 16 5

　昇給に係る職員数　（Ｂ） （人） 18 13 5

号 給 数
内 訳

１号給 （人） - - -

２号給 （人） -

3 1

- -

３号給 （人） 0 0 0

81.3 100.0

４号給 （人） 14 10 4

５号給 （人） 4

６号給 （人） 0 0 0

比 率 （ Ｂ ） / （ Ａ ） (％) 85.7



    カ　地域手当

    キ　その他の手当

通 勤 手 当  運賃相当額（支給限度額  55,000円）  運賃相当額（支給限度額  55,000円）

国   の   制   度

扶 養 手 当

                 課長職　　　係長職以下
 配  偶  者  　　3,000円　　　 6,000円
 父　母　等  　　3,000円　　　 6,000円
 　　子　　  　　9,000円　　　 9,000円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末
 までの子 1人につき   4,000円を加算

 配  偶  者  　　　　　　　 6,500円
 父　母　等  　　　　　　　 6,500円
 　　子　　  　　　　　　　10,000円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末
 までの子 1人につき   5,000円を加算

住 居 手 当
 管理職を除く35歳未満の世帯主等
 （借家・借間）
                    　       15,000円

 借家、借間居住職員に対する支給限度額

　　　　　　　　　　　     27,000円

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率

15  ％

区       分 市   の   制   度

支 給 率 15  ％

支 給 対 象 職 員 数 21  人
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事          項 限    度    額
前年度末までの支出（見込）額

地域包括支援センター
シ ス テ ム 賃 貸 借

5,924 0

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も

ま た は 、 支 出 額 の 見 込 み お よ び 当 該 年

滞納管理システム賃貸借 5,345 1,069

期    間 金      額

平成30年度

平成30年度

介護認定支援システム
賃 貸 借

8,285 1,657

-178-



の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（単位　千円）

5,924

当該年度以降の支出予定額

平成32（2020）
年度から

平成36（2024）
年度まで

5,924

金      額 国都支出金 市   債 そ の 他

4,276

左   の   財   源   内   訳

特     定     財     源
一般財源

期    間

4,276

平成31（2019）
年度から

平成34（2022）
年度まで

6,628

平成31（2019）
年度から

平成34（2022）
年度まで

6,628
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